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第１章 調査の目的等

 調査の目的 
東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として障害者の一層の社会参

加の促進を図るため、スポーツ大会や文化事業等に関する障害者等の意識を把握し、施策

の充実の検討に資することを目的とする。 
 

 調査の対象 
・東京都内に居住する 18 歳以上の身体障害者、知的障害者及び精神障害者並びに 

難病患者（以下「障害者等」という。） 
・障害当事者及び支援者団体（以下「障害者団体」という。） 
・都内障害福祉サービス事業所等（以下「事業所」という。） 
・都内民間企業（以下「企業」という。） 
 

 標本の抽出 

(1) 障害者等 
東京都が、都内に居住する 18 歳以上の身体障害者、知的障害者及び精神障害者並びに

難病患者の中から無作為抽出により 3,600 人（標本）を選出した。 

(2) 障害者団体 
東京都障害者施策推進協議会に所属する 11 団体、東京都障害者団体連絡協議会に所属す

る 16 団体、計 27 団体（標本）をアンケート調査のために選出した。ただし、重複は除い

ている。また、このうち 10 団体（標本）を選出し、ヒアリング調査を実施した。 

(3) 事業所 
都内障害福祉サービス事業所等の中からサービス種別ごとに無作為抽出を行い、1,200

事業所（標本）を選出した。 

(4) 企業 
東京都スポーツ推進企業 102 社、一般社団法人日本経済団体連合会（企業行動・CSR 委

員会社会貢献担当者懇談会）（以下「経団連」という。）の会員企業 81 社、オリンピック・

パラリンピック等経済界協議会（以下「経済界協議会」という。）の会員企業 7 社、計 190
社（標本）を選出した。ただし、重複は除いている。 

 

 調査の基準日 
平成 28 年 7 月 1 日 
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 調査の事項 

(1) スポーツと文化、芸術活動について 
・スポーツ（競技・観戦）の実績 
・スポーツ（競技・観戦）に当たって必要な支援 
・文化、芸術活動の実績 
・文化、芸術活動に当たって必要な支援 

(2) ボランティア活動について 
・ボランティア活動の実績 
・ボランティア活動に当たって必要な支援 

(3) 東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会への参加 
（競技観戦、ボランティア等）について 
・東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会への関心の有無 
・競技観戦の希望の有無 
・東京 2020 オリンピック・パラリンピック競技大会におけるボランティア活動への 

参加希望の有無、参加したいボランティア活動の内容 
・ボランティア活動に当たって必要な支援 

(4) 情報アクセシビリティについて 
・インターネットの利用状況 
・社会参加に関する情報の入手方法 
・情報入手に当たって必要な配慮 
 

 調査の方法 
郵送配付、郵送回収 
ただし、企業調査のうち、経団連、経済界協議会の会員企業については、E メールで配

付・回収を行った。 
 

 集計の対象 
障害者等、障害者団体、事業所、企業に対する調査の回収状況は以下のとおりであった。 

 標本数 回収数 有効回答数 回収率 
障害者等 3,600 件 1,463 件 1,463 件 40.6％ 
障害者団体 27 件 23 件 23 件 85.2％ 
事業所 1,200 件 645 件 645 件 53.8％ 
企業 190 件 81 件 81 件 42.6％ 
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＜参考＞都内の手帳交付者数（平成 28 年 1 月現在）・難病医療費助成制度対象者数 
（平成 28 年 3 月現在） 
・身体障害者手帳   481,329 人（18 歳以上 457,284 人、18 歳未満 24,045 人） 
・愛の手帳   82,562 人（18 歳以上 66,746 人、18 歳未満 15,816 人） 
・精神障害者保健福祉手帳 92,497 人（18 歳以上・18 歳未満の統計がないため総数） 
・東京都難病医療費助成制度（314 疾病） 

88,823 人（18 歳以上・18 歳未満の統計がないため総数） 
 

 報告書（結果の概要）の構成 
「第２ 結果の概要」において、調査結果をとりまとめた。 
第１章では調査対象者の概要を記載した。第２章では障害者等、第３章では障害者団体、

第４章では事業所、第５章では企業の調査結果を記載した。第６章ではこれら調査の分析

をまとめた。 
 

 利用上の注意 
(1) 比率の単位は「％」、実数の単位は「人」（障害者等調査）、「団体」（障害者団体調査）、

「事業所」（事業所調査）、「社」（企業調査）である。 
(2) 百分率は、少数点以下第 2 位を四捨五入した。このため、総数欄が 100.0 となって

いても、内訳の合計が 100％とならない場合がある。 
(3) この報告書では、障害の種類や年齢など、様々な属性により集計・分析をしている

が、集計区分によっては母数が少ないため、活用に当たっては注意が必要である。 
(4) クロス集計表の表側で母数の少ないデータは一部省略したものもある。 

また、表側の無回答は表示していない。 
(5) この調査は、郵送あるいは E メールで配付・回収を実施した。質問間の回答の矛盾

については、原因の明確なもののみ審査及び集計作業の段階で修正した。 
(6) 本調査ではクロス集計の検定を行い、有意性のあるものを中心に記載した。 
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 調査項目 
以下では、各設問（要約）と各調査に該当する問番号を整理した。 

 
大項目 設問要約 障害者等 障害者団体 事業所 企業

属性 アンケートの記

入者 
問 1 － － － 

 年齢 問 2 問 4 問 3 － 
 生活の場 問 3 － － － 
 一緒に生活して

いる人 
問 4 － － － 

生 活 の

状況 
手帳や医療費助

成の有無、障害の

診断 

問 29 問 1 問 4 － 

 身体障害者手帳

の総合等級 
問 30① － － － 

 身体障害の種類 問 30② 問 1 問 4 － 
 知的障害の程度 問 31 － － － 
 精神障害の程度 問 32 － － － 
 障害者になった

時期 
問 33 － － － 

 外出時の支援、手

段 
問 34 － － － 

 就労状況 問 35 － － － 
 平日の日中を過

ごす場所 
問 36 － － － 

組 織 概

要 
定員 － － 問 1 － 
当事者会員数、利

用者数 
－ 問 2 

問 3 
問 2 － 

提供している障

害福祉サービス

事業等 

－ － 問 5 － 

業種 － － － 問 1 
回答企業の範囲、

従業員数 
－ － － 問 2 

問 3 
障害者雇用の状

況 
－ － － 問 4 

ボランティア休

暇制度の有無 
－ － － 問 5 

（次ページに続く） 
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大項目 設問要約 障害者等 障害者団体 事業所 企業 
ス ポ ー
ツ や 運
動 に つ
いて 

1 年間に行ったス
ポーツや運動 

問 5 問 5 問 6 － 

今後行いたい／
今後も続けてい
きたいスポーツ
や運動 

問 11 問 5 問 6 － 

スポーツや運動
を行った日（頻
度） 

問 6 － － － 

スポーツや運動
を行った場所 

問 7 付問 5-4 付問 6-4 － 

スポーツや運動
を一緒にする人 

問 8 － － － 

スポーツや運動
をする理由 

問 9 付問 5-1 付問 6-1 － 

スポーツや運動
を行っていない
理由 

問 10 － － － 

スポーツや運動
を行う際に必要
な支援 

問 12 問 6 問 7 － 

スポーツや運動
の指導者 

－ 付問 5-2 付問 6-2 － 

指導者の資格 － 付問 5-3 付問 6-3 － 
運営上の工夫 － 付問 5-5 付問 6-5 － 
この 1年間にスポ
ーツを観戦した
か 

問 13 － － － 

スポーツを観戦
する上で必要な
支援 

問 14 問 7 問 8 － 

障害者スポーツ
への関心の有無 

－ － － 問 14 

障害者スポーツ
への支援状況 

－ － － 問 15 

支援を始めたき
っかけ 

－ － － 付問 15-1 

情報の入手先 － － － 付問 15-2 
支援による効果 － － － 付問 15-3 
支援に当たって
の課題 

－ － － 問 16 

今後の支援意向 － － － 問 17 
行っていきたい
支援内容 

－ － － 付問 17-1 

（次ページに続く） 
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大項目 設問要約 障害者等 障害者団体 事業所 企業 
東 京
2020 オ
リ ン ピ
ック・パ
ラ リ ン
ピ ッ ク
競 技 大
会 に つ
いて 

東京 2020 オリン
ピック・パラリン
ピック競技大会
への関心 

問 15 － － － 

東京 2020 オリン
ピック・パラリン
ピック競技大会
への関わり方 

問 16 問 8 問 9 － 

ボランティアと
しての参加内容 

問 17 付問 8-1 付問 9-1 － 

ボランティアを
行う際に必要な
支援 

問 18 付問 8-2 付問 9-2 － 

協力している、協
力したい取組 

－ － － 問 12 

協力の形態 － － － 問 13 
文化、芸
術 活 動
に つ い
て 

行っている文化、
芸術活動 

問 19① 問 9 問 10 － 

今後行いたい文
化、芸術活動 

問 19② － － － 

文化、芸術活動を
する上で必要な
支援 

問 20 問 10 問 11 － 

ボ ラ ン
テ ィ ア
活 動 に
ついて 

今までに参加し
たボランティア
活動の分野 

問 21① 付問 12-1 
問 14 

付問 13-1 
問 15 
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今後参加したい
ボランティア活
動の分野 

問 21② 付問 12-1 
問 14 

付問 13-1 
問 15 
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今までに参加し
たボランティア
活動の内容 

問 22① 付問 12-2 
問 14 

付問 13-2 
問 15 
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今後参加したい
ボランティア活
動の内容 

問 22② 付問 12-2 
問 14 

付問 13-2 
問 15 
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ボランティア活
動をする上で必
要な支援 

問 23 問 13 
問 15 

問 14 
問 16 

－ 

ボランティア活
動への参加につ
いての考え 

－ 問 11 問 12 － 

ボランティア活
動への参加の支
援の有無 

－ 問 12 問 13 － 

（次ページに続く） 
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大項目 設問要約 障害者等 障害者団体 事業所 企業 
情 報 ア
ク セ シ
ビ リ テ
ィ に つ
いて 

インターネット
の利用の有無 
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インターネット
利用の際の媒体 
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情報の入手先 問 26 － － － 
コミュニケーシ
ョンや連絡の手
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問 27 － － － 

情報入手やコミ
ュニケーション
をとる上で必要
な配慮 

問 28 問 16 問 17 － 

障 害 者
を 主 な
対 象 と
し た イ
ベ ン ト
や プ ロ
グラム 

実施の有無 － － － 問 6 
過去 3年間に実施
した内容 
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参加した障害者
の種別 
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配慮や工夫の内
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プ ロ グ
ラ ム へ
の 参 加
や ボ ラ
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障害者の参加の
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たイベントやプ
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－ － － 問 11 
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第２章 調査実施までの経過

本調査は、調査の実施計画、調査票の作成、調査結果の分析に関して、有識者の意見を

聴取し、適宜反映した上で実施した。スケジュールは以下のとおりである。 
 
 
 
平成 28 年 5 月 30 日 第 1 回 調査の実施計画について 
 
 
平成 28 年 7 月 26 日 第 2 回 調査票の作成について 
 
 
平成 29 年 1 月 30 日 第 3 回 調査結果の分析について 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２ 結果の概要
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第１章 調査対象者の概要

本調査は、障害者等（身体障害者、知的障害者、精神障害者及び難病患者）、障害者団

体、事業所、企業を対象に調査を実施した。ここでは、調査結果を述べる前に、回答者の

概要について述べる。 

 障害者等 
福祉保健局月報（福祉・衛生行政統計）によると、平成 28 年 1 月現在の身体障害者手

帳を交付された人の数は 481,329 人、愛の手帳を交付された人の数は 82,562 人、精神障害

者保健福祉手帳を交付された人の数は 92,497 人、平成 28 年 3 月現在、東京都難病医療費

助成制度を受けている人は 88,823 人である。 
 

図表 身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付者数

及び東京都難病医療費助成制度（国対象 疾病、都対象 疾病）

 総数 うち 18 歳 
未満 

うち 18 歳 
以上 標本数 

全体 745,211 3,600 
身体障害者手帳 481,329 24,045 457,284 2,000 

視覚障害 38,923 2,049 36,874 280 
聴覚・平衡機能障害 46,899 4,835 42,064 280 
音声・言語・そしゃく機能障害 7,287 398 6,889 180 
肢体不自由 253,353 14,553 238,800 760 

上肢 （195） 

下肢 （200） 

体幹 （195） 

脳原性運動機能障害 （170） 

内部障害 134,867 2,210 132,657 500 
愛の手帳 82,562 15,816 66,746 600 
精神障害者保健福祉手帳 92,497 400 
東京都難病医療費助成制度 88,823 600 
（出典）総数（身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳）：福祉保健局月報（平成 28 年 1 月

福祉・衛生行政統計） 
総数（東京都難病医療費助成制度）：福祉保健局月報（平成 28 年 3 月福祉・衛生行政統計） 

（注 1）標本数は、平成 25 年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」の標本の半数とした。 
（注 2）精神障害者保健福祉手帳及び東京都難病医療費助成制度については、18 歳以上、18 歳未満の統計

はなく、総数のみである。 

 



 
 

 

9 
 

第１章 調査対象者の概要

本調査は、障害者等（身体障害者、知的障害者、精神障害者及び難病患者）、障害者団

体、事業所、企業を対象に調査を実施した。ここでは、調査結果を述べる前に、回答者の

概要について述べる。 

 障害者等 
福祉保健局月報（福祉・衛生行政統計）によると、平成 28 年 1 月現在の身体障害者手

帳を交付された人の数は 481,329 人、愛の手帳を交付された人の数は 82,562 人、精神障害

者保健福祉手帳を交付された人の数は 92,497 人、平成 28 年 3 月現在、東京都難病医療費

助成制度を受けている人は 88,823 人である。 
 

図表 身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳の交付者数

及び東京都難病医療費助成制度（国対象 疾病、都対象 疾病）

 総数 うち 18 歳 
未満 

うち 18 歳 
以上 標本数 

全体 745,211 3,600 
身体障害者手帳 481,329 24,045 457,284 2,000 

視覚障害 38,923 2,049 36,874 280 
聴覚・平衡機能障害 46,899 4,835 42,064 280 
音声・言語・そしゃく機能障害 7,287 398 6,889 180 
肢体不自由 253,353 14,553 238,800 760 

上肢 （195） 

下肢 （200） 

体幹 （195） 

脳原性運動機能障害 （170） 

内部障害 134,867 2,210 132,657 500 
愛の手帳 82,562 15,816 66,746 600 
精神障害者保健福祉手帳 92,497 400 
東京都難病医療費助成制度 88,823 600 
（出典）総数（身体障害者手帳、愛の手帳、精神障害者保健福祉手帳）：福祉保健局月報（平成 28 年 1 月

福祉・衛生行政統計） 
総数（東京都難病医療費助成制度）：福祉保健局月報（平成 28 年 3 月福祉・衛生行政統計） 

（注 1）標本数は、平成 25 年度東京都福祉保健基礎調査「障害者の生活実態」の標本の半数とした。 
（注 2）精神障害者保健福祉手帳及び東京都難病医療費助成制度については、18 歳以上、18 歳未満の統計

はなく、総数のみである。 

 



10 
 

本調査は、1,463 人の障害者等から回答が得られた。身体障害者は 914 人、知的障害者

は 362 人、精神障害者は 241 人、自立支援医療受給者は 108 人、難病医療費助成者は 316
人だった。 

図表 年齢階級〔数値回答〕（ ）－障害別 
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障害者総数（1463人）

身体障害者（914人）

知的障害者（362人）

精神障害者（241人）

自立支援医療受給者（108人）

難病医療費助成者（316人）

医療費助成対象外の難病患者（22人）

発達障害と診断（30人）

高次脳機能障害と診断（25人）

認知症と診断（10人）

代 代 代 代 代 代 代 代以上 無回答

 

 

 障害者団体 
東京都障害者施策推進協議会に所属する 11 団体、東京都障害者団体連絡協議会に所属す

る 16 団体、計 27 団体（標本）のうち、回答が得られたのは 23 団体だった。 
23 団体は、いずれも当事者会員が所属している団体で、家族のみの団体はみられなかっ

た。 
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 事業所 
都内障害福祉サービス事業所等（3,209 事業所）の中から、サービス種別ごとに無作為

抽出を行い、1,200 事業所（標本）を選出した。 
ただし、療養介護、自立訓練（機能訓練）は全数対象とし、他のサービス種別について

は、事業種別の総数における事業種別の比率で割り付けを行った。 

図表 事業所総数、標本数

事業所総数
標本数

（全数）

療養介護

自立訓練（機能訓練）

総数

 

事業所総数

標本数

（総数に占

める比率で

割付）

割付比率

生活介護 ％

自立訓練（生活訓練） ％

就労移行支援 ％

就労継続支援 ％

就労継続支援 ％

共同生活援助 ％

地域定着支援 ％

計画相談支援 ％

総数 ％
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発達障害と診断（30人）

高次脳機能障害と診断（25人）

認知症と診断（10人）

代 代 代 代 代 代 代 代以上 無回答

 

 

 障害者団体 
東京都障害者施策推進協議会に所属する 11 団体、東京都障害者団体連絡協議会に所属す

る 16 団体、計 27 団体（標本）のうち、回答が得られたのは 23 団体だった。 
23 団体は、いずれも当事者会員が所属している団体で、家族のみの団体はみられなかっ

た。 
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 事業所 
都内障害福祉サービス事業所等（3,209 事業所）の中から、サービス種別ごとに無作為

抽出を行い、1,200 事業所（標本）を選出した。 
ただし、療養介護、自立訓練（機能訓練）は全数対象とし、他のサービス種別について

は、事業種別の総数における事業種別の比率で割り付けを行った。 

図表 事業所総数、標本数

事業所総数
標本数

（全数）

療養介護

自立訓練（機能訓練）

総数

 

事業所総数

標本数

（総数に占

める比率で

割付）

割付比率

生活介護 ％

自立訓練（生活訓練） ％

就労移行支援 ％

就労継続支援 ％

就労継続支援 ％

共同生活援助 ％

地域定着支援 ％

計画相談支援 ％

総数 ％
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 企業 
本調査では、東京都スポーツ推進企業 102 社、経団連会員企業 81 社、経済界協議会の

会員企業 7 社、計 190 社のうち、81 社から回答が得られた。業種は、「製造業」が 29.6％
（素材関連 6.2％、機械関連 11.1％、消費関連 12.3％）、「金融業、保険業」が 17.3％だった。 

従業員数別にみると、100 人以下の組織（企業単体、連結、事業所）が 15 社、101 人～

300 人以下が 2 社、301 人～500 人以下が 4 社、501 人～1,000 人以下が 8 社、1,001 人以上

が 51 社だった。 

図表 業種〔単数回答〕（ ） 

0.0 

0.0 
7.4 6.2 11.1 12.3 1.2 7.4 

1.2 

4.9 

2.5 

17.3 4.9 

1.2 

2.5 

2.5 

2.5 

3.7 

3.7 4.9 2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

企業総数(81件)

農業､林業､漁業 鉱業､採石業､砂利採取業

建設業 製造業(素材関連)

製造業(機械関連) 製造業(消費関連)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 情報通信業

運輸業 郵便業

卸売業 小売業

金融業､保険業 不動産業､物品賃貸業

飲食業 宿泊業

医療･福祉(介護･社会福祉事業) 医療･福祉(介護･社会福祉事業以外)

教育､学習支援業 学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業 複合ｻｰﾋﾞｽ事業（郵便局、協同組合）

その他ｻｰﾋﾞｽ業 上記以外の業種

無回答

0.00.0 0.00.0

 
（注）｢その他サービス業｣は、廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、人材サービス業、建物サー

ビス業など。 
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図表 業種〔単数回答〕（ ）－従業員数別 
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 企業 
本調査では、東京都スポーツ推進企業 102 社、経団連会員企業 81 社、経済界協議会の

会員企業 7 社、計 190 社のうち、81 社から回答が得られた。業種は、「製造業」が 29.6％
（素材関連 6.2％、機械関連 11.1％、消費関連 12.3％）、「金融業、保険業」が 17.3％だった。 

従業員数別にみると、100 人以下の組織（企業単体、連結、事業所）が 15 社、101 人～

300 人以下が 2 社、301 人～500 人以下が 4 社、501 人～1,000 人以下が 8 社、1,001 人以上

が 51 社だった。 

図表 業種〔単数回答〕（ ） 
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農業､林業､漁業 鉱業､採石業､砂利採取業

建設業 製造業(素材関連)

製造業(機械関連) 製造業(消費関連)

電気･ｶﾞｽ･熱供給･水道業 情報通信業

運輸業 郵便業

卸売業 小売業

金融業､保険業 不動産業､物品賃貸業

飲食業 宿泊業

医療･福祉(介護･社会福祉事業) 医療･福祉(介護･社会福祉事業以外)

教育､学習支援業 学術研究､専門･技術ｻｰﾋﾞｽ業

生活関連ｻｰﾋﾞｽ業､娯楽業 複合ｻｰﾋﾞｽ事業（郵便局、協同組合）

その他ｻｰﾋﾞｽ業 上記以外の業種

無回答

0.00.0 0.00.0

 
（注）｢その他サービス業｣は、廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、人材サービス業、建物サー

ビス業など。 

13 
 

図表 業種〔単数回答〕（ ）－従業員数別 
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